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●シニア向け分譲マンションにおける付帯施設の導入状況 

全国で 2000 年以降に竣工した 73 物件を対

象に、どのような付帯施設がどの程度導入さ

れているのかについて詳しく見ていく。右表

は各付帯施設をサービス内容から大きく 4つ

に区分したものであるが、食事サービスを提

供する「レストラン・食堂」は 73 物件のうち 69

物件で設置が確認されている。導入率は実

に 94.5％にも達しており、ほぼ完備されてい

る付帯施設と言っても過言ではない。栄養士

による塩分やカロリーを考慮された食事が提

供され、健康維持にも配慮したものとなって

いる。 

娯楽サービスにおいては、「ホビールーム」

が 44 物件と最も多く導入されている。2000

年より前の物件では趣味ごとに個々の部屋

が設置されるケースが多かったものの、2000

年以降では多目的スペースを広く設けて

各々が趣味に興じることができるような共用

施設の形態にシフトしてきている。同じく、

「娯楽室」も居住者同士が気軽にコミュニケ

ーションを取りやすいようにゆったりとした空

間が作られている。2000 年以降の施設とし

て特徴的だったのが、「AV ルーム」と「カラオ

ケルーム」である。映画鑑賞やカラオケは子

供や孫が遊びに来た際にも一緒に楽しむこ

とができるため、導入率はともに 4 割超と比較的高くなっている。また、「温泉」はシニア向け分譲マンション開発の

黎明期から導入されてきた付帯施設の一つであり、現在も日々の疲れを癒す施設として非常に人気が高い。天然

温泉のほか、人工温泉が設置されている物件も見受けられる。 

医療サービスに関連する付帯施設のうち、「医療提携」は64物件と突出しており、前出の「レストラン・食堂」に次い

で高い導入率を示している。安心・安全を考えた仕組み作りの一環として、急な病気や怪我の際にも迅速に対応

できるのがシニア向け分譲マンションの特徴でもあることから、当該物件においてこれらは必要不可欠な付帯施設

に位置付けられているとみられる。 

介護サービスを提供する付帯施設の導入率は前述した他のサービスの付帯施設に比べると全般的にやや低い

水準に留まっているが、「訪問介護事業所」や「居宅介護支援事業所」に限っては 20％程度と幾分か導入されてい

るケースが多いようだ。これは自立もしくは軽介護を基準としながらも、要介護となった場合に備えて整備されてい

るものと考えられる。一方、「特養」や「有料老人ホーム」などが導入されているケースはごく稀で、要介護度が高く

なった場合まで想定した物件の数はかなり限られているのが現状である。 

東京カンテイ、「シニア向け分譲マンション」の供給動向について調査・分析 

「レストラン・食堂」や「医療提携」は標準的な付帯施設に位置付け 

2000 年以降では子供や孫とも楽しめる「AV ルーム」や「カラオケルーム」の導入も多い 
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一定以上のサンプル数がある 2000 年代・2010

年代・2020 年代の物件を対象に、シニア向け分

譲マンションとそれ以外の物件における坪単価

×管理費の関係性を見る限り、いずれの年代に

おいてもシニア向け分譲マンションの管理費の

方が一般的な分譲マンションよりも高く設定され

ているのが一目瞭然である。 

 

例えば、2000 年代に兵庫県で供給された物件

（次頁の表、No.5）の管理費は 948 円/㎡と、同エ

リアで供給された一般的な分譲マンションの管

理費（216 円/㎡）の 4 倍以上にも及んでいる。当

該物件にはレストラン施設（レストラン・厨房スペ

ース）や娯楽施設（大浴場・コミュニティホール・

クラブ室・工芸室）、医療施設（訪問看護ステー

ション・老人保健施設）が備わっており、これらの

施設を維持・運営していく上では当然ながら相応

の費用が必要となる。レストランでは栄養士・調

理師・配膳係などの人件費が発生し、大浴場で

はメンテナンスや清掃に加えて住戸とは別途の

光熱費や水道代もかかってくる。老人保健施設

や訪問看護ステーションにおいては、医療法人

や事業所を誘致するにあたって維持費以外に併

設に要する費用が管理費に含まれてくることも

十分考えられる。 

付帯施設が充実すれば利便性も高くなるが、そ

れに伴って管理費も必然的に上昇する。金銭的

な負担が増す一方で、これらの付帯施設により

享受できるメリットは高齢者にとってやはり大き

いと言えよう。例えば、食材を調達するための買

い物や風呂掃除などの家事が軽減もしくは開放

され、自由になった時間で趣味を通して同世代と

盛んに交流することで孤独感がなくなったり、食

事管理や健康管理などのサポートで心身の心配

事が解消されることが期待される。このように、

高齢者を安心・快適な暮らしへと導く付帯施設は

シニア向け分譲マンションの魅力の一つとなっている。また、付帯施設とは別にシニア向け分譲マンションには業

者や提携事業所による様々なサービスも取り入れられている。代表的なサービスとしては取り次ぎサービスが挙

げられ、常駐しているコンシェルジュを通してクリーニングや宅配の取り次ぎ、タクシーの手配や親族への連絡など

を頼むことができる。その他にも事業所との連携で、常勤看護師や医師による健康相談サービス、フィットネスの

プロによるオリジナルエクササイズや健康増進プログラム、体力測定などのサービスを行っている物件もある。 

●シニア向け分譲マンション＆それ以外の物件における管理費の比較 
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